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１．概要

融合領域における先端人財育成の教育学習モデルは、

「知識伝授」ではなく、むしろ「学習支援」、さらに

は「互学互修」が有効である。本論では、東大先端研

における社会人教育の実践を通じて得られた知見を基

に、互学互修モデルについて議論を行ない、その可能

性と課題を指摘する（注１）。

２．（背景）知財マネジメント専門職の育成

東京大学先端科学技術研究センターでは、「知財人

財育成オープンスクール（知財マネジメントスクー

ル：IPMS）」を2002年度秋期から開講している（注２）。

「知財立国」を進展させるためには、知財マネジメン

トを担える先端人財の育成に資する教育が進展しなけ

ればならない。本スクールはその試みである。筆者は

校長役として実施運営を担当しており、他の講師が行

なう授業も全て立ち合い、教育の改善に努めている。

受講生の特徴の一つは、高い専門性と多様性である。

知財マネジメントに関わる弁護士や弁理士、企業の知

財部門関係者、研究開発部門の技術者はもちろんのこ

と、大学教員、ＴＬＯアソシエイト、判事補、公認会

計士、医者、外資系コンサルタント、さらには中央官

庁の役人やジャーナリスト等々、多彩な人々が受講生

として参加している。平均年齢はほぼ40歳。つまり、

社会人教育においては、これからマネジャーや専門職

を目指す人々向けのコース（通常のＭＢＡ相当のも

の）というより、むしろ現在専門的に仕事をしている

シニアマネジャーやプロフェッショナルをさらに高め

る、いわば「エグゼクティブ・レベル」を対象とした

コースであると言えだろう。

一方、経済産業省の政策として展開されている技術

経営（ＭＯＴ）プログラムにおいても、我々は知財マ

ネジメントに関する科目を軸に多数の授業開発を続け

ている（注３）。ここでも、通常のＭＢＡ相当ではな

く、むしろシニアマネジャー、あるいはディレクター

（役員）を対象とする「エグゼクティブ・レベル」を

対象としている。

これらの授業においては、従来型の「知識伝授」の

「講義」は避け、できる限り「学習支援」、さらには

「互学互修」の授業の展開を試みている。

なぜ、そうしているのか……。それを議論する前に、

まず、こうした知財マネジメントや技術経営（ＭＯＴ）

の領域の特徴を述べ、そこで活躍するべきプロフェッ

ショナル（専門職）が必要とする知について議論を行

なう。次に、教育学習モデルとして「知識伝授型」、「学

習支援型」、「互学互修型」の紹介と対比を行ない、な

ぜ、互学互修モデルがこの領域における専門職教育に

適したものであるかを論じることにしたい。

３. 知財マネジメント領域の特徴

知財マネジメントあるいは技術経営（ＭＯＴ）とい

う領域の特徴の第一は、３つの既存分野（知財法務、

科学技術、経営ビジネス）が融合・複合した領域であ

るという点である。したがって、ここで活躍すべき人

財には、３分野に関する基礎知識とそれらの関係づけ

を適切にできる能力、さらには、この重なる領域自体

をマネジメントできる能力が求められる。つまり、知

財マネジメントについて多くの戦略的選択肢を検討で

き、かつ適切な判断を下せるような教育が必要となる。

また、そこまでいかなくても、少なくとも各分野の

専門家が、他の２分野の基礎知識を得ることも重要だ。

そこで、例えば、技術者への知財教育、弁理士への技

術教育等が必要となる。さらに、専門家への専門分野

の深耕、例えば、技術者への先端教育や弁理士へのリ

カレント教育等も必要とされるであろう。

第二に、この領域は先端的かつ流動的であるという

点が挙げられる。そこでは「体系だてられた、確実な

知識」や「全般的で安定的な情報」を身に付ければ仕

事ができるというものではない。よく社会人から「体

系的に知識を身に付けたい」という理由で先端人財育

成の場を求めようとする声を聞くが、これはいささか

的外れであろう。そもそも、知識が確実で体系だてら

れていれば、それを先端的とは呼ばない。確かに一方

で基本知識がなくては話にならないが、しかし先端領

域で仕事をするのに重要なのは、むしろ「不確かで、

まだ体系化されていない知」や「断片的で流動的な情

報」を活用する力である。専門職にとっては、まずこ

の力を鍛えること（訓練）が、何より人財育成に求め
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られるはずである。

第三の特徴は、実践の世界なので「唯一の正解」が

ない点が挙げられる。そこでは、知識の量ではなく、

むしろ「創造的な思考力」「考え抜く力」「判断力」「コ

ンセプトワーク力」といったものが必要とされる。つ

まり、学術専門的というより、極めて「専門職」的で

ある。ここでも必要なのは、知識そのものではなく、

知識を使う力である。この力を訓練することがこれま

た求められるのである。

なお、付け加えれば、新たな知を生むのは、体系だ

てられた知同士の交流ではないように思える。むしろ、

先端領域における「流動的、断片的」な情報のぶつか

り合いによる方が大きいだろう。

前述したように、我々の知財マネジメントスクール

では、弁護士や弁理士、大学教授や特許庁の審判長、

あるいは企業の知財部門のマネジャーやコンサルタン

トといった、それぞれの分野の専門家が参加するスク

ールである。こういった受講生はそれぞれの専門分野

において深い専門知識を体系的に持っている。しかし

ながら、「知財マネジメント」という融合領域につい

ては、ある狭い側面から見ているに過ぎない。この融

合領域自体に関する専門職、すなわち知財マネジメン

トの先端専門職人財として育成していくには、そこで

取り組むべき課題について他の領域の基礎知識を体系

的に学びつつも、「不確かで、体系だてられていない」

知識、あるいは「断片的・流動的」な情報を活用して

実務家として判断。・意思決定していけなければなら

ないのである。

４．三つの教育学習モデル

さて、次に、教育学習モデルを紹介し、その限界と

可能性について簡単に議論することにしよう。

４.１ 「知識伝授」モデル

従来、教育の基盤となっていた教育モデルは「知識

伝授型」であり、ここでの関与者の関係性は「教える・

教わる」である。これは 19 世紀以降の工業社会に必

要とされたマス・エデュケーションを可能にするモデ

ルであった。体系化されつつあった“知識”を大量か

つ効率的に大衆に移転していくのに適している。「読

み・書き・算盤」を教え、近代国家として必要な知識

を与えることによって「富国強兵」を進める先進国に

とっては必須の教育モデルであったといえよう。つま

り、「マス」「体系化、標準化、単位化」といった工業

社会の基礎概念を教育に持ち込み、効率的な知識移転

を目指すものであった。

ところが、知識伝授型の教育には限界がある。第一

は、知識移転である以上、知識を移転される側（教わ

る人）が知識を移転する側（教える人）を超えること

はできないので、縮小再生産になりかねない、といっ

た点である。

第二は、このモデルでは「確からしく、かつ体系的

な知」の効率的移転を前提としている。一方、先端的

な知は必ずしも確からしくなく、かつ体系的になって

いない。むしろ「不確かで、非体系的な知」であるこ

と自体が意味を持つ。従って、融合領域における人財

育成にこのモデルは必ずしも適切でないだろう。

第三に、先端的な領域における専門職は、実践者と

して活躍することが求められていることから、上述の

ような「不確かで、非体系的な知」をも積極的に取り

込んで実践を進めることができなければならない。逆

を言えば、そういう実践を適切に行なえることが、先

端的専門職の存在理由である。この点からも、不確か

で非体系的な知を活用する術（すべ）を修得させるに

は、知識伝授型モデルは必ずしも適切ではないだろう。

第四に、知識伝授は、その性質から言って、新たな

知識を生み出すことはできない。一方、この領域では

実践者が新たな知を生み出す可能性が高く、かつそれ

が求められている。つまり、知の生産という点におい

ても知識伝授型モデルは適切とは言えない。

４.２「学習支援」モデル

これは、現在「知識伝授型」に替わるモデルとして

最も注目浴びているものであり、本ＰＣカンファレン

スでも大いに議論されている。関与者の関係性は「学

ぶ・援ける」であり、「学習コミュニティ」の形成を

導くモデルである。工業社会における知識伝授と同様

に、情報化社会における基本モデルとして位置づけら

れるだろう。

しかしながら、先端人財育成という場面では、この

モデルにも限界がありそうである。第一は、学習者の

意欲と支援者の支援技術や支援環境が大きく左右する

点が挙げられよう。つまり、学ぶ者と援ける者との相

互作用は、それぞれの意欲、知識、学習技術の範囲内

で限界に制約を受けかねない。

第二は、このモデルでは「確からしく、体系的な知」

を必ずしも前提にしているわけではないが、とはいえ

主にそういった知識の効果的・効率的習得が最も得意

とする分野であるはずだ。また、「確からしく、体系

的な知」であれば、多様な学習支援形態をとることが

比較的容易であるが、一方「不確かで、非体系的な知」

に関しては、その対処が難しい。

第三に、上述のような「不確かで、非体系的な知」

をも積極的に取り込んで実践を進めるために、それら

を活用する術（すべ）を修得させにくい。

第四に、学ぶことは必ずしも新たな知を生むことに

はならないので、知の創出という面は今ひとつ弱いと

言えるだろう。

したがって、これらの点から見て、先端人財育成に

このモデルは使えるが、それなりの限界を持っている

と言えるだろう。



４.３ 「互学互修」モデル

筆者は「教育とは学習者の創造である」という理念

の下に従来から教育を行なっているが、その前提とし

て「自学自修」という概念を重要視している。人は、

教わった時にではなく、自ら学んだ時に初めて知を修

めることができる、という世界観に基づくものである。

これは、先輩が後輩に教えながら一緒に学んでいくと

いう「半学半教」の概念とも密接に関係していると言

えるだろう。これを実践する形態を西洋ではラーニン

グ・コミュニティ（学びの共同体）、日本では塾と呼

ぶ、と言えるかもしれない。

自学自習する人々が相互に関係しながら「学び合い、

教え合う」場合、これを「互学互修」と呼ぶ。この概

念こそが、今後の社会人教育において中核をなすと思

われる。特に先端的な専門領域では、各分野の実務家

が持つ最新の知見を、互いに「学び合い・教え合う」

ことを基本におくことが有効になるである。

第一に、多様な知識が交流し、多様な知識修得が促

される。専門的に実務を行なっている人々が集まり、

それらを交流する場を設定すれば、先端的な論点に関

しお互いが持っている多様な知見を交換・獲得できる

はずであり、実際、我々のスクールではそれが顕著で

ある。

第二に、その結果、単に知識の交流にとどまらず、

新たな知の創出を促すことになる。特に先端的領域で

は「不確かで、非体系的な知識」が多く、またそれ自

体が意味を持つ。ある論点を多角的に検討することに

より、受講者個々にとっての新たな気づきや学びだけ

ではなく、領域自体に意味のある知見が生まれる。つ

まり、「コラボレーション」を誘導し、かつその成果

を生み出すことを可能とする授業となり得るのである。

第三に、このモデルでは、受講生同士だけでなく、

教員と受講生の間にも互学互修が始まる。教員の役割

は、従来の「教える」（知識伝授型）でもなく、また

「援ける」（学習支援型）でもない。一方で「教え合

う・学び合う」当事者としての役割を担い、他方でそ

の状況を設定・運営する互学互修状況のプロデューサ

と位置づけられるであろう。

５. 先端的融合領域における専門職育成

以上の議論を踏まえると、先端的融合・複合領域に

おける専門職の育成（特に、いわゆるエグゼクティブ

レベル）に適したものは「互学互修」であると言える

だろう。

一方、３分野における多様な基礎的知識と戦略的選

択肢の修得を進めることや、あるテーマの下でそれら

各分野の知識と戦略的思考によって課題を達成する能

力を訓練することについては、どのような方法論と授

業形態が望ましいのであろうか。

「知識伝授」だけでは難しいことは述べた。従って、

「講義」という授業形式は必ずしも中核とはなりえな

い。「学習支援」やさらには「互学互修」を取り入れ

ることが必須であることも見てきたとおりである。

（ただし、「互学互修」が中核であるべきだとはいえ、

それは「知識伝授」や「学習支援」を否定するわけで

はない。当然、関連知識を教授したり（知識伝授）、

また自ら学んでいくのを援ける必要もある（学習支

援）。

「学習支援」を円滑に行うためには、セミナー、ワ

ークショップ、ドリル等の授業形式の展開が望ましい

であろう。

「互学互修」を実践するにはどうしたら良いであろ

うか。方法論的には「学び合い・教え合う」ことを導

くには、実践的な「疑似体験的な訓練」が有効となる

だろう。すなわち、ロールプレイメソッドやケースメ

ソッド等の授業スタイルが有効と見なされるのである。

いずれにせよ、新しい酒（知財マネジメント教育）

のために、新しい革袋（新しい教育法）が用意されな

ければならないのである。

ただし、ここで大きな問題があることを指摘せざる

を得ない。それは、知財マネジメントにせよ、技術

経営にせよ、これらの分野を教える教員がどれほど

いるのか、という点だ。要するに、人財育成を行な

う人財自体が決定的に不足しているのである。

知財マネジメントや技術経営の人財育成を担当す

る教員は二つに大別できるだろう。

一つは、技術・知財・経営の各分野における多様

な基礎的知識と専門職として実践を行なうにあたっ

ての「あの手・この手」の修得を指導できる教員で

ある。

もう一つは、あるテーマの下でそれら各分野の知

識と「あの手・この手」を使いこなして課題を達成

すること自体を指導できる教員である。ここでは、

「不確かで、体系だてられていない知識」や「断片

的・流動的」な情報を駆使した問題対処や課題遂行

が求められるのであるから、プロジェクトワーク等

のコーチングが主となるであろう。

しかしながら、「複合領域の専門職」を育成する

という経験が日本にはほとんどない。技術経営や知

財マネジメントの授業の多くは、単純に講義による

知識伝授をするか、あるいは何がなんでもケースを

使うといった形式に陥っている。たしかに、近時ケ

ースメソッド�が喧伝されているが、本当にこの方法

を駆使できる教員は何人いるのだろうか…。近年，

ケースメソッドを使うＭＢＡコースが増えていると

はいえ、実際にケースを駆使して受講生の学びを促

進できる教員は数えるほどだと聞く。

こういった分野では実務家を教員として活用する

ことが肝要である。確かに、先端的な実務の知見を

大いに活かしたいところである。我々のスクールで



も日本を代表する一線の実務家に登場願っている。

しかし、一般的に言えば、実務家の多くは、「講演」

はできるが「講義」ができない。仮に「講義」がで

きたとしても「授業」を行なえる人は数えるほどだ。

講義以外をしたことのない教員はもとより、そうい

った実務家教員も含め、教員養成が求められている

のである。

この点を重視した経産省は平成 16 年度に、人財

育成担当者自体の育成を事業として取り組むという。

教員養成と共に、プログラムディレクター等の育成

も図るという。適切な政策であると言えよう。

７. 結語

以上のように、先端的な融合領域における先端的専

門職人財育成については、新たなコンセプトと実践体

系が必要になる。それを学習モデルと授業スタイルに

求めたことが本論のポイントであった。

とはいえ、この議論に基づく実践はまだ試行中の段

階に過ぎない。今後は、次のような点についてさらに

実践的研究を深めなければならないと考えている。

・ 互学互修モデルが前提とすべき条件について（例

えば、受講者のレベルにどの程度の知識格差を許容

すべきか）

・ 互学互修モデルの実践方法論の特徴と使い分けの

指針について（例えば、ケースメソッドやプロジェ

クトメソッドを実際にはどう展開するか）

・ 互学互修モデルを可能にするＩＴ環境について

（遠隔地を結ぶ互学互修、あるいは e-ラーニングに

おける互学互修はどのようなものか、どうすべき

か）

・ 互学互修を実践するときの教員の役割とその具体

的展開のノウハウについて

・ 互学互修教育を行える人財の育成について、

等々である。

先端人財育成は、日本にとって急務である。この分

野でいかに効果的・効率的に人財育成を展開できるか、

この互学互修モデルを切り口に、実践と理論の両輪を

通じた貢献ができればと考えている。

●注

＜注１＞本論では以前行なったいくつかの議論（【1】

【2】【3】【4】【5】【6】【7】）を下敷きにして追加・補

正の上、議論を行なっている。

＜注 2＞詳しくは次の URL を参照されたい。

http://www.ipschool.jp

＜注 3＞詳しくは次の URL を参照されたい。

http://www4.smartcampus.ne.jp/view/
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